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(57)【要約】
【課題】
部品素体の内部に予め添加剤を混ぜ込むことなく、めっ
き処理により電極を形成可能な電子部品の製造方法を提
案する。
【解決手段】
本発明の電子部品の製造方法は、ガラス系絶縁体材料か
らなる部品素体１０を準備する工程Ａと、前記ガラス系
絶縁体材料の還元を促進する添加剤４０を前記部品素体
の表面に付与する工程Ｂと、前記添加剤を付与した前記
部品素体の表面の電極形成領域Ｓ１，Ｓ２にレーザを照
射することにより、前記部品素体の表面にガラス系絶縁
体材料の還元部３０１を形成する工程Ｃと、前記還元部
を形成した部品素体をめっき処理することにより、前記
還元部を核にしてめっき金属３０２を成長させ、前記部
品素体の表面の電極形成領域に電極３０、３１を形成す
る工程Ｄと、を備える。
【選択図】　　　図４
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
ガラス系絶縁体材料からなる部品素体を準備する工程Ａと、
前記ガラス系絶縁体材料の還元を促進する添加剤を前記部品素体の表面に付与する工程Ｂ
と、
前記添加剤を付与した前記部品素体の表面の電極形成領域にレーザを照射することにより
、前記部品素体の表面にガラス系絶縁体材料の還元部を形成する工程Ｃと、
前記還元部を形成した部品素体をめっき処理することにより、前記還元部を核にしてめっ
き金属を成長させ、前記部品素体の表面の電極形成領域に電極を形成する工程Ｄと、
を備える電子部品の製造方法。
【請求項２】
前記添加剤は、ＴｉＯ2、Ａｌ2Ｏ3、ＺｎＯ、Ｆｅ2Ｏ3、ＣｕＯ、Ｃから選ばれる少なく
とも１つである、請求項１に記載の電子部品の製造方法。
【請求項３】
前記工程Ｃと工程Ｄとの間に、前記レーザの未照射部の添加剤を除去する工程Ｅを含む、
請求項１又は２に記載の電子部品の製造方法。
【請求項４】
前記ガラス系絶縁体材料はケイ酸ガラスである、請求項１～３のいずれか１項に記載の電
子部品の製造方法。
【請求項５】
前記レーザはＹＶＯ4レーザ又はＹＡＧレーザである、請求項１～４のいずれか１項に記
載の電子部品の製造方法。
【請求項６】
前記部品素体は、ガラス系絶縁体材料からなる複数の層を積層したものであり、
前記層間には内部電極が形成されており、
前記内部電極の一部が前記部品素体の電極形成領域に露出している、請求項１～５のいず
れか１項に記載の電子部品の製造方法。
【請求項７】
ガラス系絶縁体材料からなる部品素体と、
前記部品素体の表面の一部を還元することにより形成された還元部と、
前記還元部上に形成されためっき電極と、を有する電子部品。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明は、電子部品の製造方法及び電子部品、特にガラス系絶縁体材料からなる部品素体
に電極を形成する方法及びその電子部品に関する。
【背景技術】
【０００２】
従来から、ガラス系絶縁体材料からなる部品素体に外部電極を形成した電子部品が知られ
ている。このような電子部品における外部電極の形成方法は、部品素体の両端面に電極ペ
ーストを塗布し、焼付けして下地電極を形成した後、その下地電極の上にめっき処理によ
って上層電極を形成するのが一般的である。しかしながら、この方法では、下地電極の形
成にペーストの塗布工程と焼付けに伴う加熱工程とを必要とするため、製造工程の増加、
及びコスト上昇を招くという問題がある。
【０００３】
さらに、下地電極の形成において導電ペーストを塗布する際、その塗布形状に制約がある
という問題がある。例えば直方体形状の部品素体の端部に導電ペーストをディップ法によ
り形成する場合、導電ペーストは部品素体の両端面だけでなく、両端面に隣接する４つの
側面にも回り込んで塗布される。つまり、５面にペーストが塗布される。そのため、例え
ば両端面とその両端面に隣接する１つの側面とに外部電極を形成したい場合、上述のよう
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な導電ペーストを用いた方法は採用できない。
【０００４】
このような従来の電極形成方法に代えて、めっき処理だけで電極を形成する方法が提案さ
れている（特許文献１）。まず、添加剤として窒化物（例：ＡｌＮ）を予め混ぜ込んだ絶
縁体基板を準備する。その絶縁体基板のめっきを析出させたい部分にレーザを照射し、窒
素を蒸発させる。つまり、レーザを照射すると、窒化物が分解されるため、窒素が蒸発し
、Ａｌが絶縁体基板の表面に残る。最表面は酸化するが、化学的還元処理を行った後に無
電解めっき（例：Ｃｕ）を行うことによって、Ａｌを核としてめっきを析出させることが
可能となる。
【０００５】
しかし、この工法では、基板を構成する絶縁体材料の中に予め添加剤を混ぜ込んでおく必
要があり、この混ぜ込まれた添加剤が製品の完成後も電子部品の内部に残留する。そのた
め、電子部品としての電気的特性に影響を与える可能性がある。しかも、レーザを照射す
る前に添加剤を混合した絶縁体材料を準備する必要があるので、工程が複雑になり、コス
ト上昇をまねく可能性もある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】米国特許出願公開ＵＳ２００７－０２４７８２２Ａ１
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
本発明の目的は、部品素体の内部に予め添加剤を混ぜ込むことなく、めっき処理により電
極を形成可能な電子部品の製造方法及び電子部品を提案するものである。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
前記目的を達成するため、第１の発明は、ガラス系絶縁体材料からなる部品素体を準備す
る工程Ａと、前記ガラス系絶縁体材料の還元を促進する添加剤を前記部品素体の表面に付
与する工程Ｂと、前記添加剤を付与した前記部品素体の表面の電極形成領域にレーザを照
射することにより、前記部品素体の表面にガラス系絶縁体材料の還元部を形成する工程Ｃ
と、前記還元部を形成した部品素体をめっき処理することにより、前記還元部を核にして
めっき金属を成長させ、前記部品素体の表面の電極形成領域に電極を形成する工程Ｄと、
を備える電子部品の製造方法を提供するものである。
【０００９】
第２の発明は、ガラス系絶縁体材料からなる部品素体と、前記部品素体の表面の一部を還
元することにより形成された還元部と、前記還元部上に形成されためっき電極と、を有す
る電子部品を提供する。
【００１０】
ガラス系絶縁体材料の表面にめっき電極を直接形成するには、ガラス系絶縁体材料の表面
の電極形成領域に抵抗値の低い部分を形成する必要がある。しかし、特許文献１のように
予めガラス系絶縁体材料に窒化物などを混ぜ込むと、電子部品としての電気的特性に悪影
響を及ぼす。本発明者らは、窒化物などを含まないガラス系絶縁体材料の表面にレーザを
照射することにより、抵抗値の低い還元部を形成することに着目した。しかし、ガラス系
絶縁体材料であるＳｉＯ2は赤外線より短波長の領域では吸収率が低いため、レーザを直
接照射するだけでは還元は困難である。そこで、本発明ではガラス系絶縁体材料からなる
部品素体の表面にガラス系絶縁体材料の還元を促進する添加剤を付与し、その上からレー
ザを照射した。添加剤がレーザの吸収性を高めることで、局所加熱された部品素体の表面
部が変質し（例えばＳｉＯ2がＳｉ2Ｏ3やＳｉＯへ還元され）、還元部を形成できること
を発見した。添加剤は部品素体の表面に単に付与するだけであり、予め部品素体に添加剤
を混ぜ込む必要がない。添加剤の作用により、レーザを照射した部品素体の表面のガラス
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系絶縁体材料の還元反応が促進され、還元部が形成される。還元部の表面抵抗は、ガラス
系絶縁体材料の表面抵抗より低い。そのため、レーザを照射した部品素体をめっき処理す
ると、レーザ照射部にめっき金属が析出し、それを核としてめっき金属が成長することで
、電極を形成することができる。なお、還元部とは、ガラス系絶縁体材料の還元物だけで
なく、添加剤の成分が混合している場合もあり得る。
【００１１】
ガラスとは、昇温によりガラス転移現象を示す非晶質固体のことであり、ガラスセラミッ
クスでもよい。ガラスセラミックスとは、通常のガラスが非晶質であるのに対し、紫外線
照射あるいは熱処理などによって微結晶を発生させ、「結晶粒子の集合体としたガラス」
のことである。さらに、結晶化ガラス（ガラスを再加熱して「結晶を析出させて作った材
料」である。例として、Ｌｉ2Ｏ－Ａｌ2Ｏ3－ＳｉＯ2系がある）でもよい。無機酸化物（
Ａｌ2Ｏ3、ＢａＴｉＯ3、ＳｒＴｉＯ3、Ｆｅ2Ｏ3、ＣａＯ、ＭｇＯ、ＳｉＯ2などがある
）でもよい。少なくとも、従来のような特性に影響を与える窒化物を含有しないガラスが
用いられる。
【００１２】
添加剤（還元剤）は、レーザを吸収する性質を持つ材料であり、絶縁体ガラスを伝熱によ
って還元できるものである。添加剤として例えば、金属酸化物、窒化物、炭化物などが考
えられる。代表的な炭化物として、炭素Ｃからなる黒鉛等がある。金属酸化物の例として
ＴｉＯ2、Ａｌ2Ｏ3、ＺｎＯ、Ｆｅ2Ｏ3、ＣｕＯなどがある。添加剤の付与方法としては
、添加剤の粉末を部品素体の表面に振りかけてもよいし、添加剤の粉末を液体（例えば水
など）に混ぜて部品素体の表面に塗布し、乾燥させてもよい。
【００１３】
使用するレーザとしては、添加剤（還元剤）の吸収率が高く、ガラス系材料が還元できる
温度以上に加熱できる出力を備えたレーザが好ましい。例えば、ＹＶＯ4レーザ、ＹＡＧ
レーザなどを使用できる。波長の範囲としては、１９３ｎｍ～１０６００ｎｍの範囲が望
ましい。出力の範囲は数Ｗ程度までの範囲がよい。
【００１４】
めっき処理方法としては、電解めっき又は無電解めっきを使用できる。特に、電解めっき
はめっき電極の厚さをコントロールしやすい点で有利である。めっき処理は１回だけに限
らず、複数回実施してもよい。例えば、ある材料（例えばＮｉ）をめっきした後、その上
に別の材料（例えばＳｎ）をめっきしてもよい。
【００１５】
本発明方法の特徴の１つは、異形状の電極を容易に形成できる点である。レーザを照射で
きる部分であれば、特定箇所にのみ還元部を形成できるからである。例えば、直方体形状
の部品素体の長手方向両端面と、これら両端面に隣接する１つの面（例えば底面）にだけ
還元部を形成した場合には、一対のＬ字形外部電極を形成することが可能になる。つまり
、両端面と底面とにだけ外部電極を形成し、上面や幅方向両側面には電極を形成しないよ
うにすることもできる。Ｌ字形の外部電極を形成する利点は、実装のために必要な箇所に
だけ外部電極が形成されるので、その外部電極と部品素体の内部に形成された内部電極と
の間の寄生容量を低減でき、電子部品の電気的特性を向上させ得る点である。さらに、回
路基板などにこの電子部品を高密度で実装した場合、隣接する電子部品との絶縁距離を確
保しやすいこと、さらには複数の回路基板を厚み方向に平行に配置した場合に、電子部品
とその上側に配置される回路基板の導電部との絶縁距離を確保しやすいこと、等の利点が
ある。
【００１６】
工程Ｃと工程Ｄとの間に、レーザの未照射部の添加剤を除去する工程Ｅを含んでもよい。
本発明では、添加剤を部品素体の表面に付与するだけであるから、レーザの未照射部の添
加剤は簡単に除去できる。除去方法としては、水洗などの公知の清浄化処理を行ってもよ
いし、粘着性のあるものに押し付けて除去してもよいし、弱いレーザを照射して除去して
もよい。但し、この場合のレーザは、部品素体に影響を及ぼさないように、還元部を形成
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する際のレーザに比べて出力の低いレーザを使用する必要がある。
【００１７】
本発明が対象とする電子部品は、チップ部品のような個別部品だけでなく、例えば回路基
板や回路モジュールのような部品を含む。形成される電極は、外部電極に限らず、配線電
極や回路部であってもよい。
【発明の効果】
【００１８】
以上のように、本発明によれば、ガラス系絶縁体材料からなる部品素体の表面に還元を促
進する添加剤を付与し、その部品素体の表面部にレーザを照射することにより、部品素体
の表面部にガラス系絶縁体材料の還元部を形成し、還元部を形成した部品素体をめっき処
理することにより部品素体の表面に選択的に電極を形成するので、ガラス系の部品素体の
表面にめっき電極を簡単に形成できる。従来のように、部品素体の内部に予め添加剤を混
ぜ込む必要がないので、製造工程が簡素化されると共に、電子部品の電気的特性を損なう
ことがない、という優れた効果を有する。さらに、添加剤を付与できかつレーザを照射で
きる部分であれば、部品素体の任意の部分に電極を形成できるので、異形状の外部電極で
も容易に形成できる。
【図面の簡単な説明】
【００１９】
【図１】本発明に係る電子部品の第１実施形態の斜視図である。
【図２】図１に示す電子部品の分解斜視図である。
【図３】図１の電子部品をＹ方向から見たときの断面図である。
【図４】部品素体の底面の長さ方向両端部に電極を形成する工程を示す図である。
【図５】添加剤の違いによって、レーザ照射の前後でのガラス系絶縁体材料の抵抗値の変
化を示す図である。
【図６】添加剤としてＦｅ2Ｏ3を使用した場合の、レーザ照射前と照射後のＸＰＳによる
分析結果を示す図である。
【図７】電極部の最終的な断面形状の一例を示す図である。
【図８】本発明に係る電子部品の他の幾つかの例の斜視図である。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
図１は本発明に係る電子部品の一例であるチップ型インダクタ１を示す。図１では、イン
ダクタ１の底面が上向きとなるように表されている。インダクタ１はケイ酸ガラスＳｉＯ

2を主成分とするガラス系絶縁体材料からなる部品素体１０を備えており、部品素体１０
の長さ方向両端部の電極形成領域には外部電極３０，３１がそれぞれ形成されている。こ
の実施例のインダクタ１の形状は、図１に示すようにＹ軸及びＺ軸方向の寸法に比べてＸ
軸方向の寸法が長い直方体である。なお、この明細書で「直方体」とは、コーナ部がエッ
ジ状であるものに限らず、面取りやＲ面が形成されたものでもよい。
【００２１】
部品素体１０は、図２に示すように、例えばシリカガラス（ＳｉＯ2）を主体とする絶縁
体層１２ａ～１２ｅを積層し、焼結することによって得られる。絶縁体層１２ａ～１２ｅ
は、上下方向（Ｚ軸方向）に順に積層されている。上下両端の絶縁体層１２ａ、１２ｅを
除く中間の絶縁体層１２ｂ～１２ｄ上には、内部電極２０を構成するコイル導体２１～２
３がそれぞれ形成されている。これら３つのコイル導体２１～２３はビア導体２４、２５
によって相互に接続され、全体としてらせん状に形成されている。コイル導体２１～２３
及びビア導体２４、２５は、Ａｕ，Ａｇ，Ｐｄ，Ｃｕ，Ｎｉ等の導電性材料で形成されて
いる。コイル導体２１の一端部（引出部）２１ａが部品素体１０のＸ軸方向の一端面１０
ａに露出しており、コイル導体２３の一端部（引出部）２３ａが部品素体１０のＸ軸方向
の他端面１０ｂに露出している。内部電極２０の両端部２１ａ，２３ａが露出している部
品素体１０の端面１０ａ，１０ｂが引き出し面である。なお、この実施例ではコイル導体
２１～２３が２ターン分のコイルを形成している例を示したが、ターン数は任意であり、
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コイル導体の形状及び絶縁体層の層数も任意に選択できる。また、コイル導体を有しない
絶縁体層１２ａ、１２ｅの層数も任意である。
【００２２】
外部電極３０、３１は、図３に示すように、部品素体１０をＹ方向から見たとき、外部電
極３０、３１はそれぞれＬ字形に形成されている。すなわち、外部電極３０は部品素体１
０のＸ軸方向の一端面１０ａと底面（実装面）１０ｃの一部とを覆うようにＬ字形に形成
され、外部電極３１は部品素体１０のＸ軸方向の他端面１０ｂと底面１０ｃの一部とを覆
うようにＬ字形に形成されている。図３に示すように、部品素体１０の端面１０ａを覆う
外部電極３０の部分はコイル導体２３の引出部２３ａと接続されており、部品素体１０の
端面１０ｂを覆う外部電極３１の部分はコイル導体２１の引出部２１ａと接続されている
。外部電極３０，３１は、後述するようにめっき処理により形成されている。
【００２３】
外部電極３０、３１の下層には、部品素体１０が変質した還元部３０１が形成されている
。還元部３０１は、後述するように部品素体１０の表面にガラス系絶縁体材料の還元を促
進する添加剤を付与し、その上からレーザを照射することにより、部品素体１０の表面部
を変質させることで形成される。具体的には、ガラス系絶縁体材料であるＳｉＯ2がＳｉ2

Ｏ3やＳｉＯへ還元される。還元部３０１の表面抵抗は、ガラス系絶縁体材料の表面抵抗
より低い。
【００２４】
還元部３０１の上には、外部電極であるめっき電極３０２が連続的に形成されている。図
３では、部品素体１０の一端側の外部電極３０について、還元部３０１及びめっき電極３
０２を拡大図示しているが、他端側の外部電極３１についても同様である。図３では、還
元部３０１及びめっき電極３０２の表面が平坦な層状に形成されているが、実際にはレー
ザ加工により凹凸状に形成されている場合もある。また、還元部３０１は、レーザ照射の
方法によって断続状や筋状などに形成されていてもよい。めっき電極３０２は湿式めっき
法により形成されたものであり、還元部３０１が断続的又は間隔をあけて形成されている
場合であっても、連続面状のめっき電極３０２が形成される。めっき電極３０２の材料は
、例えばＣｕ，Ａｕ，Ａｇ，Ｐｄ，Ｎｉ，Ｓｎ等が使用されている。なお、めっき電極３
０２は、１層に限らず、多層のめっき層で構成されていてもよい。最外層のめっき電極は
、はんだ濡れ性のよい材料が望ましい。
【００２５】
図４は部品素体１０の底面１０ｃの長さ方向両端部に電極を形成する工程を示している。
実際には部品素体１０の両端面１０ａ，１０ｂにも同様に電極が形成されるが、ここでは
省略する。最初に、図４の（ａ）のようにシリカガラス系絶縁体材料（主成分はＳｉＯ2

）で構成された部品素体１０を準備し、部品素体１０の底面１０ｃ上に添加剤４０を全面
に付与する。添加剤４０の付与方法としては、添加剤の乾燥した粉末を部品素体１０の表
面に振りかけてもよいし、添加剤の粉末を水などの溶剤に溶いて部品素体１０の表面に塗
布し、乾燥させてもよい。なお、添加剤４０の付与は、底面１０ｃの全面に行う必要はな
く、少なくとも電極を形成すべき領域を含む領域に付与すればよい。添加剤としては、レ
ーザの吸収性が高く、部品素体１０の表面部のガラス系絶縁体材料の還元反応を促進でき
る材料が選択される。例えばＣ、ＴｉＯ2、Ａｌ2Ｏ3、ＺｎＯ、Ｆｅ2Ｏ3、ＣｕＯなどが
用いられる。
【００２６】
次に、図４の（ｂ）のように、添加剤４０が付与された部品素体１０の上方から、電極形
成領域Ｓ１、Ｓ２にレーザ発生装置４１によりレーザＬを均一に照射する。レーザＬとし
ては、ガラス系材料が還元できる温度以上に加熱できる出力を備えたレーザであって、例
えばＹＶＯ4レーザ、ＹＡＧレーザなどを使用できる。レーザＬによる局部加熱により、
ガラス系絶縁体材料の還元反応が促進され、還元部３０１が形成される。具体的には、部
品素体１０の表面部のＳｉＯ2の一部がＳｉ2Ｏ3やＳｉＯへ還元される。還元部３０１の
表面抵抗は、ガラス系絶縁体材料の表面抵抗より低い。なお、還元部３０１は、その全て
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がガラス系絶縁体材料の還元物に変質している訳ではなく、一部にＳｉＯ2及び添加剤が
含まれている可能性がある。
【００２７】
次に、図４の（ｃ）のように、レーザＬの未照射部（電極形成領域Ｓ１、Ｓ２以外の領域
）の添加剤４０を除去する。除去方法としては種々の方法を適用可能であり、還元部３０
１を損傷／再酸化させない方法であれば如何なる方法でもよい。例えば、粘着性のあるも
のに押し付けて除去する方法、弱いレーザを照射して除去する方法などがある。未照射部
の添加剤４０を除去することにより、部品素体１０の底面１０ａの電極形成領域Ｓ１、Ｓ
２には、還元部３０１が残る。図４の（ｃ）では還元部３０１が面状に連続しているよう
に描かれているが、レーザＬの走査方法、照射エネルギー、照射範囲などを設定すること
によって、断続状、筋状など任意の形態の還元部３０１を形成できる。
【００２８】
次に、図４の（ｄ）のように、電解めっきによって還元部３０１上にめっき電極３０２を
析出させる。導電性を有する還元部３０１における電流密度が他の部分より高いので、還
元部３０１の表面にめっき金属が速やかに析出する。析出しためっき金属を核としてめっ
き金属が周囲へと成長することで、電極形成領域Ｓ１、Ｓ２に連続しためっき電極３０２
が形成される。したがって、還元部３０１が断続的又は筋状であっても、平面状の連続し
ためっき電極３０２を形成することができる。
【００２９】
めっき処理時間、電圧または電流を制御することによって、めっき電極の形成時間や厚さ
をコントロールすることが可能である。さらに、１回目のめっき処理により形成しためっ
き電極３０２の上に追加のめっき処理を行うことにより、多層構造のめっき電極を形成す
ることもできる。この場合には、すでに下地となるめっき電極が形成されているので、追
加のめっき処理時間は短くて済む。
【００３０】
図５は、レーザ照射の前後でのガラス系絶縁体材料の抵抗値の変化を示す。照射前の抵抗
値は１０11Ω・ｍ以上である。ここでは、添加剤としてＣ、ＴｉＯ2、Ａｌ2Ｏ3、ＺｎＯ
、Ｆｅ2Ｏ3、ＣｕＯの他に、比較例としてＡｌとＢｉも使用した。これら添加剤を水に溶
いて一定厚みに塗布した。レーザはＹＶＯ4レーザ（波長１０６４ｎｍ）を使用し、表１
に示す条件で照射した。
【表１】

【００３１】
図５から明らかなように、添加剤としてＣ、ＴｉＯ2、Ａｌ2Ｏ3、ＺｎＯ、Ｆｅ2Ｏ3を使
用した場合には、いずれも１０3～１０4Ω・ｍ程度まで抵抗値を低下させることができた
。ＣｕＯの場合には、やや抵抗値の低下は小さく、１０7Ω・ｍ程度まで低下した。これ
により、低抵抗の還元部が形成されたことがわかる。一方、金属ＡｌおよびＢｉでは抵抗
値の変化が認められなかった。
【００３２】
表２は、各添加剤について、波長１０００ｎｍ付近でのレーザの吸収率を示す。吸収率は
、レーザ光を物質に入射して、その透過光を分光測定することにより得られたものである
。Ｃ、ＴｉＯ2、Ａｌ2Ｏ3、ＺｎＯ、Ｆｅ2Ｏ3、ＣｕＯでは、いずれも吸収率が高く、特
に炭素Ｃの吸収率が最も高い。一方で、Ａｌの吸収率は１％以下であるため、熱を効率よ
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く伝達させることができなかったことが、還元反応が促進されない原因であると考えられ
る。ＢｉについてもＡｌと同様である。
【表２】

【００３３】
図６は、レーザ照射前と照射後のＸＰＳによる分析結果を示す。ガラス系絶縁体材料は元
々、ＳｉＯ2側にピークが存在していたが、添加剤（Ｆｅ2Ｏ3）の塗布後にレーザ照射を
行うと、Ｓｉ2Ｏ3やＳｉＯ側へピーク位置が変化した。ＳｉＯ2は赤外線より短波長の領
域では吸収率が低いため、そのままレーザを照射するだけでは還元は困難である。添加剤
（Ｆｅ2Ｏ3）を塗布すると、添加剤がレーザを吸収してＳｉＯ2へ伝熱し、これによりＳ
ｉＯ2の還元反応が促進されたと推測することができる。Ｆｅ2Ｏ3以外の添加剤（Ｃ、Ｔ
ｉＯ2、Ａｌ2Ｏ3、ＺｎＯ、ＣｕＯ）でも同様な効果を発揮できた。
【００３４】
表３は、レーザ照射後の部品素体に対し、Ｎｉの電解めっきを以下の条件で行った。具体
的には、バレルめっきを使用した。

【表３】

【００３５】
なお、Ｎｉめっき以外にＣｕめっきを行ってもよいし、Ｎｉめっきの後にＳｎめっきを行
うこともできる。めっき金属の種類や、層数は任意に選択できる。さらに、電解めっきの
他に無電解めっきを行うこともできる。
【００３６】
図７は、電極部の最終的な断面形状の一例を示す。ここで、ガラス系絶縁体材料からなる
部品素体１０の上に還元部３０１が断続的に形成され、その上にＮｉめっき３０２ａが形
成され、その上にＳｎめっき３０２ｂが形成されている。図７では、部品素体１０の表面
は平坦なＳｎめっき３０２ｂで覆われているが、最上層のめっき３０２ｂの表面が凹凸状
であってもよい。
【００３７】
図１に示すようにＬ字形の外部電極３０、３１を形成した電子部品１の場合、上述のよう
な電気的特性の違いの他に、以下のような違いも発生する。すなわち、外部電極が電子部
品１の上面に形成されていないので、実装状態において電子部品１の上方に近接して別の
電子部品又は導体が存在する場合でも、ショートの発生リスクを低減できる。さらに、外
部電極がＹ方向の両側面にも形成されていないので、電子部品１のＹ方向に隣接して別の
電子部品が実装されている場合でも、隣接する電子部品との絶縁距離を確保できると共に
、外部電極に塗布されるはんだ同士の距離も確保できる。そのため、隣接する電子部品と
のショートの発生リスクを低減できる。その結果、Ｌ字形外部電極を有する電子部品１の
場合には、さらなる高密度実装が可能になる。
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図９は、本発明を用いて外部電極を形成した電子部品の他の例を示す。図９の（ａ）は、
部品素体１０の底面１０ｃ（図９では上下逆転して示してある）のｘ方向両端部とｘ方向
両端面１０ａ、１０ｂとに外部電極３０、３１が形成された電子部品を示している。他の
面には外部電極が形成されていない。この場合は、内部電極の端部２１ａ，２３ａが部品
素体１０の両端面１０ａ、１０ｂには露出しておらず、底面１０ｃにのみ露出している。
部品素体１０の底面１０ｃには、外部電極３０、３１が内部電極の端部２３ａ，２１ａと
それぞれ接続されるように形成されている。この実施形態では、外部電極３０、３１が端
面１０ａ、１０ｂの一部に形成されているが、端面１０ａ、１０ｂの全面に形成してもよ
い。
【００３９】
図９の（ｂ）は、多端子型の電子部品を示している。この例では、内部電極の引き出し部
２１ａ，２３ａが部品素体１０の両端面１０ａ、１０ｂには露出しておらず、ｙ方向両側
面１０ｄ，１０ｅに露出している。部品素体１０の両側面１０ｄ，１０ｅ及び底面１０ｃ
（図９では上側の面）の４箇所には、それぞれ外部電極３０、３１、３２、３３が形成さ
れている。ｘ方向両端面１０ａ，１０ｂと上面（図９では下側の面）には外部電極が形成
されていない。
【００４０】
上記実施形態では、本発明をチップ型インダクタの外部電極の形成に適用した例を示した
が、これに限るものではない。本発明が対象とする電子部品としては、インダクタに限ら
ず、レーザ照射によって変質し、めっき電極の析出起点となる還元部が形成されるガラス
系絶縁体材料からなる部品素体を使用した電子部品であれば、適用可能である。
【００４１】
本発明において、レーザの照射方法は、１本のレーザを分光して、複数箇所に同時にレー
ザを照射してもよい。さらに、レーザの焦点をずらして、レーザの焦点が合っている場合
に比べて、レーザの照射範囲を広げてもよい。
【００４２】
本発明は、めっき金属が複数層で形成される場合に、めっき金属の最下層を還元部の全域
に広がるように成長させる場合に限らない。めっき金属の最下層を還元部のみに析出する
よう形成し、めっき金属の上層を還元部を含む電極形成領域の全域に広がるように成長さ
せてもよい。
【符号の説明】
【００４３】
１　　　　電子部品
１０　　　部品素体
１０ａ、１０ｂ　　両端面
１０ｃ　　底面
２０　　　内部電極
２１ａ、２３ａ　一端部（引出部）
３０、３１　　　外部電極
３０１　　還元部
３０２　　めっき電極
４０　　　添加剤
Ｌ　　　　レーザ
Ｓ１、Ｓ２　電極形成領域
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